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○ 「基本構成案」については、基本的に了解する。

ここまで来れば、大局的な見地に立って法制化を優先すべき。

早期の法案策定と国会への提出に向け、野田総理の果敢なリーダーシップ

をお願いする。

○ 但し、次の2点については、配慮を求める。

（１） 特定広域連合は、相当の合理性がある区域を除き、移管対象出先機関

の管轄区域を包括しなければならないとされているが、柔軟な対応をお願

いする。

（２） 構成団体からの事務の持ち寄りは、地域の自主的な決定に委ねて欲し

い。法定して国が押し付けることがあってはならない。

次回 地域主権戦略会議（４月27日）で橋下市長に発言をお願いすること（案）

協議５－３
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国出先機関の移管に係る市町村への説明状況について（Ｈ24.4月現在）

１ 構成府県の対応

協議 ５－４

○ 昨年末から、市町村において、国出先機関改革への慎重な対応を求める要望等の動きが活発化していることに伴い、構成府県にお

いては、管内市町村に対して、国出先機関移管の趣旨や関西広域連合の取組及び考え方を説明。

○ 知事と全市町村長との意見交換会の開催や全市町村への個別訪問など、対応は様々であるが、全構成府県において説明・意見交換

を実施。

○ 市町村からの慎重意見はほぼ同内容であり、以下のとおり。これら意見に対しては、構成府県からは考え方や対応方針の説明を行

っている。

① 緊急時対応

・ 緊急時（台風水害時）には地方整備局が機能したが、広域連合において同様の対応が可能か。また、全国的な支援が受けられるのか。

② 予算配分・利害調整

・ 予算配分を適正に行えるのか。都市部が優遇され、周辺部の道路整備などのインフラ整備が遅れるのではないか。

・ 移管された地域においては、国から予算配分・箇所付け等が冷遇されてしまうのではないか。

・ 各府県の利害が絡む中で適切な意思決定が行えるのか。

③ 基礎自治体への情報提供

・ 広域連合の取組は基礎自治体にも関係があるので、情報提供や意見交換の場を継続して設けて欲しい。

④ 奈良県対応

・ 奈良県が加入していない段階では受け皿として不十分ではないか。

⑤ 移管後の市町村との関係

・ 要望先が国から広域連合に変わるだけでメリットがないのではないか。

・ 広域連合への移譲よりも、府県から市町村への権限移譲を望む。 等
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２ 府県ごとの対応

○滋賀県
・２月１日 全市町（19市町）を対象に意見交換を実施。（市町村側出席者：副市町長、１副市長欠席）
・２月８日～ 滋賀県市長会及び町村会、市議会議長会、町村議会議長会の各会長に説明。
・２月 15日 全市町を対象に説明会を実施。（市町村側出席者：地域主権改革担当部課長）
・４月 10日 全市町長を対象に説明会を実施。（３市町長欠席）
※今後、知事と市町長の懇談の場である「自治創造会議」等の場で説明を行う予定。

○京都府
・２月８日 京都府市長会行財政部会（５市）において、趣旨説明。（市長）
・２月９日 知事名で全市町村長あて、「国出先機関の移管実現への御支援について」の協力依頼文書を発出。
・２月 20日 京都府市長会長（長岡京市長）、町村会長（井手町長）に対し、国出先機関移管の取組に係る支援・協力を要請。
・４月４日 全市町村（26市町村）を対象に説明会を実施（副市町村長出席）
・４月 13日 「京都府知事・市町村長会議」の意見交換の中で説明（市町村長出席）
※今後、関西広域連合の取組について、市町村との情報共有、意見交換等を行う仕組みを構築し、これまで以上の意思疎通を図る。

○大阪府
・２月７日～ 大阪府市長会長（泉南市長）、町村長会長（能勢町長）等を個別訪問し、趣旨説明。
※今後も、関西広域連合の取組について市町村への情報提供を実施。特例法案が一定固まった段階で市町村へ説明を行うことを検討中。

○兵庫県
・１月 20日 全市町を対象に説明会を実施。（市町長）
・２月６日～ 兵庫県市長会、町村会、市議会議長会、町村議長会の各会長を個別訪問し、趣旨説明。
・２月８日～ 市町長等に対し、個別訪問等により、趣旨説明。
・４月 20日 全市町を対象に説明会を実施。（市町長）
※今後、全市町への情報提供を行う。（①メールマガジンの配信、広域連合委員会等の結果報告等）

○和歌山県
・１月５日～ 全市町村長を個別訪問し、趣旨説明。
※５月 18日開催予定の「全県市町村長会議」（知事と全市町村長出席予定）において、改めて趣旨説明と意見交換を実施。

○鳥取県
・12月２日 鳥取県市長会に対し、趣旨説明。
・１月 24日 全町村（15町村）を対象に説明会を実施（町村長）
※今後、知事と全市町村長との「行政懇談会」等の場を活用し、意見交換を実施予定。

○徳島県
・２月６日～ 全市町村を個別訪問し、趣旨説明。（副市町村長等）
・２月 10日 市長会会長、町村会会長もメンバーである「とくしま飛躍“挙県一致”協議会」において、趣旨説明。

  ・２月 27日～ 市町長等が出席する県南部・西部の「地域政策総合会議」において、趣旨説明。
※５月 21日開催予定の「知事・市町村長会議」等において趣旨説明と意見交換、情報提供を実施。


